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町営 改良 住宅入居者（令和７年９月）募集案内 

 

 １．申込み受付期間等 

 

（１）受付期間 

 

　　　　　令和７年９月１６日（火） ～　令和７年９月３０日（火）＊土、日、祝日を除く。 

 

（２）受付時間　 

　　　　 

　　　　　午前８時３０分  ～  午後５時１５分　＊午後０時～午後１時を除く。 

 

（３）受付場所 

 

　　　　　　佐川町役場　総務課　管財契約係　町営住宅担当 
 
 
 

　２．募集する住宅 

　 

◆ 改良住宅（世帯向） 

 　 

 

 

 

 

 
団地名 所在地 建設年度 構造 間取り

募集 

戸数
家賃

 

囃田１号
佐川町 

永野3022番地
昭和60年

耐 

２階建
３DK 1 10,000円

 

鉢ヶ森

 

佐川町 

永野1756番地 
昭和61年

耐 

２階建
３DK 1 12,000 円
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３．申込みについて 

 

（１）町営住宅入居申込書に必要事項を記入し、添付書類を添えて佐川町役場総務課管財契約係に提

出してください。（※町営住宅入居申込書は、佐川町ホームページからダウンロードするか、

佐川町役場総務課管財契約係に用意しています。） 

 

（２）入居の申込みは、１世帯につき１戸に限ります。 

 

（３）入居者資格に関する基準は、すべて申込み時（令和７年９月３０日）（以下「基準日」といい

ます。）とします。入居申込書の職業の有無、同居別居、勤務先等は、すべてこの日を基準と

して記入してください。申込み時に同居している親族（婚約者等を含む）に収入がある場合は、

その後に退職が予定されている場合でも、その収入は合算されます。 

 

（４）申込み時に同居している親族を分割する申込みは、結婚、離婚、転勤、就職や独立等の理由が

ある場合以外はできません。これらの理由がない場合（理由がなくなった場合を含む）は、分

割をした方を含めて収入基準等の資格審査を行います。 

 

（５）申込者及び同居する親族が居住可能な持家を所有している場合は、所有している住宅が遠方で

も町営住宅に申込みはできません。 

 

（６）申込書に記載されていない方（出生の場合を除く）が入居したときは、不正入居となり、全員

退去していただく場合があります。 

 

（７）受付当日、提出書類の記載内容の説明をしていただく場合もありますので、家族の方以外の代

理人申請は原則として受付けません。やむを得ない理由でご本人等が来られない場合は事前に

ご相談下さい。原則として郵送による受付は行っていません。 

 

（８）提出された入居申込書及び添付書類は、お返ししません。 

 

４．選考方法及び入居の時期 

（１）提出された書類により審査を行います。１つの住宅に対し複数の申込みがあった場合は、

入居者選考委員会において、住宅に困窮する度合いの高い方から入居者を決定します。 

 

（２）選考結果については、当選・落選にかかわらず、申込者全員に郵送します。 

 

（３） 入居の時期は、令和７年１１月中旬頃を予定しています。なお、入居できる日は住宅の修理

状況等により入居決定日から遅れる場合があります。 
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５．入居者資格 

　　入居の申込みをされる方は、次の（１）～（5）の要件をすべて満たしていることが必要です。 

 　 なお、単身者の方は、世帯向け住宅への入居はできません。  

 

（１） 世帯の収入認定額が、収入基準を満たしていること。 

　　　   申込み時点での入居予定者全員の収入金額が収入認定額の計算対象なります。（収入認定額の

計算方法は、「６．収入認定額」をご参照ください。） 

　　　【収入基準】 

　　　　・ 一般世帯 ： 月額１１４，０００円以下　 

　　　　・ 裁量世帯 ： 月額１３９，０００円以下（※） 

　　　※　次のいずれかに該当する場合、裁量世帯となります。 

①  申込者が６０歳以上であり、同居する親族が１８歳未満あるいは６０歳以上である。 

②  申込者または同居する親族が、次のいずれかにあてはまる場合 

　　　　　・身体障害者手帳１級から４級を交付されている方 

　　　　　・１級または２級の精神障害者の方 

　　　　　・Ａ１、Ａ２またはＢ１と認められている知的障害者の方 

　　　　　・戦傷病者の方 

　　　　　・原子爆弾被爆者の方 

　　　　　・海外からの引揚者で５年未満の方 

　　　　　・ハンセン病療養所入所者等である方 

　　　　　・子育て世帯の方（小学校就学前の子供がいる世帯）　　 

　　 

（２）  現に住宅に困っていることが明らかであり、次の選考基準のいずれかに該当することが必要

です。 

①　住宅以外の建物、若しくは場所に居住している者、保安上危険又は衛生上有害な状態にあ

る住宅に居住している者 

②　他の世帯と同居し、著しく生活上の不便を受けている者又は住宅がないために親族と同居

できない者 

③　住宅の規模、家族数等により衛生上又は風教上不適当な居住状態にある者 

④　正当な理由による立退き要求を受け、適当な立退き先がないため困っている者 

⑤　住宅がないために勤務場所から著しく遠隔の地に居住を余儀なくされている者又は収入に

比べ著しく高い家賃を支払っている者 

⑥　上記の①から⑤までのほか、現に住宅に困っていることが明らかな者 

 

（３）申込者及び同居する親族が暴力団員でないこと。 

（４）市町村民税等の滞納がないこと。 

（５）連帯保証人を１名確保すること。ただし、連帯保証人の確保が困難で、一定の要件を満たす方

に限り連帯保証人を免除できる場合があります。詳しくは、総務課管財契約係にお問い合わせ

ください。 
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　６．収入認定額 

　【収入認定額の算出式】 

　　　収入認定額　＝（ 世帯全員の所得合計額 － 控除合計額 ）÷ 12 

 

＊　給与所得、公的年金等に係る雑所得を有する者は、その有する者1人につき１０万円が所

　得から控除されます（１０万円未満の場合は、その金額。） 

 

（１）　収入の種類別に所得金額を計算する。 

 

　　　　　　　所得税法で定められている所得を基に計算をします。（非課税の収入は算入されません。） 

　　　　　　令和６年１月１日から令和６年１２月３１日までの間の所得を基準として計算します。 

 

ただし、給与所得者で令和６年１月２日以降に就職をした方は、毎月の平均収入額から 

１年間の推定収入額を算出して計算します。 

 

また、事業所得者等についても、令和６年１月２日以降に事業を始められた方については、

毎月の平均所得額から１年間の推計所得額を算出して計算します。（確定申告する際の収

支明細書及び領収書等を持参して下さい。） 

 

　　※非課税収入 

　  　　　    雇用保険法による失業給付、傷病手当給付金、休業補償金、労災保険給付金、奨学金、生 

活保護法による扶助料、母子世帯及び障害者世帯が受ける手当、年金（障害年金等）、養

育費等並びに遺族の受ける恩給・年金等。 

 

（２）収入のある人の所得金額を合算し、世帯全体の所得金額を計算する。 

　　　　申込者と同居する親族（配偶者、子ども等）に収入がある場合は、合算します。 

　　　　ただし、申込み時点で無職の方は、就職中であった給与所得は所得として算入されません。 

 

（３）世帯全体の所得金額から控除額（※）を差し引き、１２で割って収入認定額を算出する。 

　　　※控除額の詳細については、別表１をご参照ください。 

 

 

　７．申込みに必要な書類 

（１）町営住宅入居申込書 

 

（２）令和７年度（令和６年分）所得証明書  　〔発行後３ヶ月以内のもの〕 

　　　　１８歳以上の入居予定者全員の証明が必要です。 

　＊ 勤務していない方で所得が０円の方も提出してください。 
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　＊ 所得証明書は、令和７年１月１日現在に住民登録をしている市町村で発行されます。 

　      ＊ 生活保護受給中の方は、受給者全員の氏名を記入した福祉事務所発行の「生活保護受給証明

書」を提出してください。この場合、所得証明書は不要です。 

 

（３）勤務先の収入証明書（給与所得者のみ） 

令和６年１月２日から申請時点までの間に勤務先を変更した方は、現在の勤務先から支給され

た給与の合計（直近の１年間分）を町営住宅入居申込書の勤務先証明欄に記入し、勤務先の証

明印をもらってください。また、各月（直近の１年間分）の給与明細書を持参して下さい。 

 

（４）事業所得者で令和６年１月２日以降に事業を始められた方は、確定申告する際の収支明細書及

び領収書等を持参して下さい。 

 

（５）離職票、雇用保険受給資格者証または退職証明書 

　　　令和６年及び令和７年に給与所得者であった方で、申込み時点で無職の方は提示してください。 

 

（６）完納証明書（又は、納税証明書）　〔発行後３ヶ月以内のもの〕 

 

（７）住民票（続柄、本籍等省略していないもの）　〔発行後３ヶ月以内のもの〕 

　　　  入居しない家族も含め現在同居中の家族全員のものが必要です。（婚約者も同様です。） 

　　　  また、現在別居中の方で入居時に同居する親族がいる場合は、親族関係を証明できる戸籍、住

民票等が必要です。 

 

（８）家賃領収書（借家等にお住まいの方） 

　　  過去６か月分を持参してください。確認後お返しします。  

 

（９）婚約者の証明（これから結婚しようとする方） 

　　　  双方の両親の婚姻予定証明書（様式は自由）、媒酌人の婚姻予定証明書（様式は自由）、結婚

式場の申込書の写し等 

 

（１０）その他　 必要に応じ、上記以外の書類の提出をお願いすることがあります。 

 

 

８．注意事項 

（１）入居について 

①　入居可能日から３０日以内に入居してください。入居後は、必ず入居者全員の住民票を団地の

住所（所在地）に移していただきます。 

②　入居に際して、３か月分の家賃に相当する金額の敷金の納付、及び入居決定者と同程度以上の

収入を有する者で、町長が適当と認める連帯保証人の連署する請書（入居者、連帯保証人が実

印を捺印し、全員の印鑑登録証明書及び連帯保証人の所得証明書等の添付が必要です。）を提

出していただきます。 
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（２）家賃について 

①　家賃は、原則として口座振替で納入していただきます。 

②　入居後は毎年、収入申告書の提出が必要となります。 

 

（３）室内設備について 

①　募集する部屋は、生活上支障のないよう、最低限の修理・清掃を行っていますが、ある程度の

汚れや傷、破損等はそのままになっていますので、その点をご了解のうえお申込みください。 

②  入居中に発生した破損・故障の修繕（修理）について、軽微なものや修繕の内容によっては、

入居者の方に費用を負担していただくことがあります。 

③　部屋使用に当たり、故意・過失や通常の手入れを怠ったことにより生じた傷や損耗・汚損など

損害が発生した場合は、損害を賠償していただくことになります。 

④　退去時には、入居者の負担で畳・襖等の張り替えを必ず行っていただきます。また、室内の片

付け・模様替え等で設置した設備等の撤去・破損箇所の原状回復なども行っていただきます。 

 

（４）駐車場について 

①　駐車場は、各戸に１台しかありません。 

②　緊急車両の通行の妨げになりますので、許可を受けた駐車区画以外の場所や路上などへの駐車

は禁止です。 

 

（５）入居後について 

①　ペットの飼育、持ち込み、敷地内での餌付けは禁止しています。また、違反して飼育したこと

で、住宅に損害を発生させたり、近隣とのトラブルが生じた場合は、住宅の明け渡しを求めるこ

とがあります。 

②　騒音など近隣の迷惑となる行為・トラブルを起こした場合は、住宅の明け渡しを求めることが

あります。 

③　入居後は、団地自治会に加入していただき、自治会活動にご協力をお願いすることになってい

ます。 

④　毎月の家賃とは別に、共益費（共同施設、共同設備に係る費用）が必要な団地があります。 

 

⑤　次の各号に該当する場合は、住宅の明渡しを請求されることがあります。 

　　・不正の行為により入居したとき  

　　・家賃を３か月以上滞納したとき 

　　・住宅又は共同施設を故意に損傷したとき  

　　・正当な理由によらないで １５日以上町営住宅を使用しないとき  

　　・入居の承継または同居の承認規定に違反したとき 

　　・住宅を他の者に貸し、または入居の権利を他の者に譲渡したとき 

　　・住宅を無断で他の用途に使用したとき  

　　・住宅を無断で模様替えまたは増築したとき 

　　・暴力団員等であることが判明したとき(同居者が該当する場合を含む。) 
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〇 問い合わせ先 

　　佐川町役場　総務課　管財契約係（町営住宅担当）　　電話（０８８９）２２-７７００ 



8

＜　収入認定額の計算で控除される金額　＞ 

    別表１ 

　　　　　　　　　　　　　

 
区　分 控   除   対   象   者 控   除   額

 
同 居 親 族 控 除 同居する親族（本人除く）

１人につき38万円  
扶 養 親 族 控 除 同居しないが所得税法上の扶養親族

 
特 定 扶 養 親 族 控 除 扶養親族のうち、16才以上23才未満の方 １人につき25万円

 
老 人 扶 養 親 族 控 除 扶養親族のうち、70才以上の方 １人につき10万円

 

障 害 者 控 除

身体障害者手帳（3級～6級）、精神障害者保健

福祉手帳（2級～3級）、または療育手帳（B級）

を持っている方

１人につき27万円

 

特 別 障 害 者 控 除

身体障害者手帳（1級～2級）、精神障害者保健

福祉手帳（1級）、または療育手帳（A級）を持

っている方

１人につき40万円

 

ひ と り 親 控 除

本人または同居親族で現に婚姻をしていない者

又は配偶者の生死が不明である者で次の要件を

すべて満たす方　　　　　　　　　　　　 

(1)所得者本人と事実上婚姻関係と同様の事情

にあると認められる者がいないこと。　　　 

(2)生計を一にする子がいること。 

（子の総所得金額が48万円以下で、他の人の同

一生計配偶者や扶養親族になっていない者に限

る） 

(3)合計所得金額が500万円以下であること。

１人につき35万円まで

 

寡 婦 控 除

「ひとり親」に該当せず、次のいずれかの要件

を満たす方 

(1)夫と離婚した後、婚姻しておらず、扶養親族

がいる方で、合計所得金額が500万円以下の方 

(2)夫と死別した後、婚姻をしていない方、又は

夫の生死が明らかでない方で、合計所得金額が 

500万円以下の方

１人につき27万円まで


